
移動支援等の課題解決に向けたスーパーバイザー派遣事業
について

大分県 福祉保健部 高齢者福祉課
地域包括ケア推進班



市町村選定

•事前ヒアリング

訪問・ヒアリング

•高齢者の移動
手段

•支え合いの有
無

研修・助言

•地域住民への
説明会

•ニーズ調査
•担い手の育成

実証

•住民への広報
•コース走行

事業構成提案

• （住民向け）継
続可能な仕組
み構築

• （市町村向け）
総合事業への
移行支援

住民主体の移動支援サービス創出に向けた伴走型支援（Ｒ５～）

課題

これまでの取組

個別課題解決機能
ネットワーク構
築機能

地域課題発見
機能

地域づくり・資
源開発機能

政策形成機能

・地域ケア会議の導入支援（Ｈ２４～）
・地域ケア会議の充実・強化に向けた
アドバイザー派遣（Ｈ２５～）
・生活支援体制整備事業の課題解決に
向けた市町村への伴走型支援（Ｒ３～）

住民主体の移動支援サービス創出についての高い壁
・住民のニーズがわからない（通院、買い物、通いの場・・・等）
・住民主体の移動支援サービスの担い手がいない
・交通サービス・保険に関係する制度・手続きがわからない

【Ｒ５新規】住民主体の移動支援サービス創出に向けた伴走型支援

現状

ここへ課題を感じる市町村が多い

【地域ケア会議の５つの機能】

地域課題の中でも高齢者の移動に関する課題は解決が難しく、地域ケア会議が形骸化する一因となっている

【高齢者福祉担当】

課題なのは
わかってるけど・・

コミュニティバス
はあるけど・・・

支援のイメージ

Ｒ５支援市町村：２市
佐伯市（直川地区、弥生地区）、
竹田市（明治地区）

【Ｒ５：大分県支援体制】

ＮＰＯ法人 全国移動サービスネットワーク（委託）

高齢者福祉課 介護保険制度における住民主体の移動支援サービスに関すること

交通政策課 道路運送法における許可または登録を要する運送に関すること

振興局 地域活力づくり総合補助金の活用に関すること

どこに行きたいの？

事故起こしたら？

【竹田市移動支援勉強会】
・他市町村での取組事例の紹介
・許可及び登録不要なサービス提供方法の紹介
・保険制度の紹介
・（地区のヒアリングを受けた）取組提案 等



知見のあるスーパーバイザーの支援により、
全国の移動支援の状況等を踏まえて、地域
の実情に応じた移動サービスが提供される
ことで、地域包括ケアシステムの構築へつ
ながる。

➣課題の抽出、基礎的な助言
ヒアリングや等を行うことで各市町村の状況把握、課題の抽出を行うと

共に、基礎的な課題に適宜助言。

➣市町村に対する個別支援
ヒアリング等を行う中で、特に支援が必要とされる市町村に対しては、定

期的なモニタリング及び助言等により、市町村の取組のコーディネートを行
う。

➣県の今後の市町村支援方法に関する助言
県内市町村の課題把握をしたうえで、県としての今後の市町村への

支援方法についても適宜助言。

➣成果の報告
後年度の事業に１年間の活動を活かすため、抽出された課題、それに対応

した支援の内容等をまとめた成果報告書を作成する。報告会の実施。

スーパーバイザーの業務 委託先

事業効果

➣全国移動サービスネットワーク

地域支援事業（総合事業）に係る継続的な支援を
実施しており、全国の優良な取組に携わっている。

移動サービス創出支援事業（静岡県委託事業）等

生活支援体制整備事業を中心とした課題解決に向けたスーパーバイザー派遣
(移動支援)

【現状・課題】
移動手段・送迎の問題については、道路運送法をはじめ、関係する法制度が複雑であることから、取組
が進んでいるところでは、高齢者の暮らしを支える体制が構築されていく中、今後その差はますます広
がることが懸念される。

総合事業は、公費と被保険者が支払う介護保険料で構成されることから、その使途には一定のルールが
あり、また、移動支援・送迎の仕組みづくりのためには、その他にも多様な方法があり、総合事業によ
る補助等を行わない方法も含めて、各地域の実情にあった柔軟な選択をすることが重要。

→市町村にスーパーバイザーを派遣することで、各地域の実情にあった移動支援の構築を図る。
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移動支援等の課題解決に向けたスーパーバイザー派遣
全体の流れ等

●訪問時は、県、市、社協、担い手となり得る関係者、アドバイザーの全員で対話する
訪問するアドバイザーは、内容に応じて選定する（全国移動ネット理事・事務局）

●訪問時以外の期間は、現状の共有及び課題解決に必要なメンバーが連絡を取り合う
対象となる地域や住民、担い手となる組織や個人の反応によって、市とアドバイザーが
次回の支援の内容を協議する

●2回目と3回目の間のミーティングは、2市合同で行う（担い手の参加は任意）

８月～９月頃

1回目支援 ２回目支援 ３回目支援

９月頃～11月頃 12月頃～R6.1月頃

・ニーズ把握と共有
・移動支援の目的やしくみ
の理解、関係者の発掘

・創出する取組内容の
検討（事例把握やイ
メージの具体化）

・創出の準備（講習、実
証実験、組織化等）
・市による支援具体化

顔合わせ
現状把握（１
市ずつ）

担い手や関係者の意
向確認＆疑問の解消

（１市ずつ）

県、2市、アドバイザーに
よる進捗共有し、市によ
る活動の支援策を検討

＊電話、メール、オンラインミーティングを活用
＊担い手候補者＆市＆アドバイザー間で、随時質問と情報提供を繰り返す
＊県は各市の進捗を把握しアドバイザーと共有、市町村の悩みを聞き状況を整理、必要に応じMTを開催

訪

問

時

訪

問

時

以

外

事例報告
会

創出する取組の
内容や見通しを

確認

・進捗状況の発表
・目標や課題の共有化

R6.2月頃

アドバイザー

NPO法人
全国移動サービ
スネットワークの

アドバイザーの
方々



地域住民の参加地域住民の参加

高齢者の社会参加生活支援・介護予防サービス

生活支援の担い手
としての社会参加

○現役時代の能力を活かした活動
○興味関心がある活動
○新たにチャレンジする活動

・一般就労、起業
・趣味活動
・健康づくり活動、地域活動
・介護、福祉以外の
ボランティア活動 等

○ニーズに合った多様なサービス種別

○住民主体、NPO、民間企業等多様な
主体によるサービス提供

・地域サロンの開催
・見守り、安否確認
・外出支援
・買い物、調理、掃除などの家事支援
・介護者支援 等

バックアップ

バックアップ

都道府県等による後方支援体制の充実

市町村を核とした支援体制の充実・強化

○ 単身世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増加。ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、協同
組合等の多様な主体が生活支援・介護予防サービスを提供することが必要。

○ 高齢者の介護予防が求められているが、社会参加・社会的役割を持つことが生きがいや介護予防につながる。
○ 多様な生活支援・介護予防サービスが利用できるような地域づくりを市町村が支援することについて、制度的な位置づけの強
化を図る。具体的には、生活支援・介護予防サービスの充実に向けて、ボランティア等の生活支援の担い手の養成・発掘等の
地域資源の開発やそのネットワーク化などを行う「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」の配置などについて、介
護保険法の地域支援事業に位置づける。

生活支援・介護予防サービスの充実と高齢者の社会参加



○地域における助け合いや生活支援・介護予防サービスの提供実績がある者、または中間支援を行う団体等であって、地域で
コーディネート機能を適切に担うことができる者。

○特定の資格要件は定めず、市民活動への理解があり、多様な理念をもつ地域のサービス提供主体と連絡調整できる立場の
者であって、国や都道府県が実施する研修を修了した者が望ましい。

○コーディネーターが属する組織の活動の枠組みを超えた視点、地域の公益的活動の視点、公平中立な視点を有することが適
当。

市町村が定める活動区域ごとに、関係者のネットワークや既存の取組・組織等も活用しながら、資源開発、関係者のネットワー
ク化、地域の支援ニーズとサービス提供主体のマッチング等のコーディネート業務を実施することにより、地域における生活支
援・介護予防サービスの提供体制の整備に向けた取組を推進する。

設置目的

常勤・非常勤やボランティアなどの雇用形態については問わず、また、職種、人数、配置場所、勤務形態等は一律には限定せ
ず、地域の実情に応じた多様な配置が可能であるが、市町村や地域包括支援センターと連携しながら活動することが重要。

配置

資格・要件

○生活支援の担い手の養成、サービスの開発等の資源開発・・・・・第１層、第２層
○サービス提供主体等の関係者のネットワーク構築・・・・・・・・・・・・第１層、第２層
○地域の支援ニーズとサービス提供主体の活動のマッチング ・・・第２層

役割

コーディネーターの目的・役割等について

ニーズの把握が重要
→いま地域にある資源ですべてのニーズが
満たされる場合はマッチングのみが仕事



○行政機関（市町村、地域包括支援センター等）
○コーディネーター

○地域の関係者（ＮＰＯ、社会福祉法人、社会福祉協議会、地縁組織、協同組合、民間企業、ボランティア団体、介護サービス事
業者、シルバー人材センター等）
※この他にも地域の実情に応じて適宜参画者を募ることが望ましい。

生活支援・介護予防サービスの体制整備に向けて、多様なサービス提供主体の参画が求められることから、市町村が主体と
なって、「定期的な情報の共有・連携強化の場」として設置することにより、多様な主体間の情報共有及び連携・協働による資源
開発等を推進する。

設置目的

設置主体は市町村であり、第１層のコーディネーターが協力して地域の関係者のネットワーク化を図り、設置する。

※地域の実情に応じた様々なネットワーク化の手法が考えられるため、既に類似の目的を持ったネットワーク会議等が開催さ
れている場合は、その枠組みを活用することも可能。
※特定の事業者の活動の枠組みを超えた協議が行われることが重要。

設置主体

構成団体等

○コーディネーターの組織的な補完
○地域ニーズの把握、情報の見える化の推進
（アンケート調査やマッピング等の実施）
○企画、立案、方針策定を行う場
○地域づくりにおける意識の統一を図る場
○情報交換の場、働きかけの場

役割

協議体の目的・役割等について

具体例
・地域の課題についての問題提起
・課題に対する取組の具体的協力依頼
・他団体の参加依頼

（Ａ団体単独では不可能なこともＢ団体が協力することで
可能になることもある）



市町村意向調査で見えた住民主体の
移動支援サービス創出についての課題（抜粋）

○移動支援を行う団体は訪問Ｂを行う団体が適当だと思う
が、どの団体も高齢化しており、「後継者問題」がある。

○「事故等のリスク」を考え、移動支援を積極的に行いたい
団体がない。

○買い物に行きたいが、利用出来る交通手段がタクシーしか
なく、費用が高い。

○ニーズとしては「病院の送迎」ニーズが年々増加している。



市町村意向調査で見えた住民主体の
移動支援サービス創出についての課題（抜粋）

○移動支援に特化したサービスではなく、住民参加型の生活支援
サービスの一部として移動支援が入っているため、移動支援に対応で
きるスタッフが高齢化により難しくなっている。

○福祉バスや路線バス等でカバーできない、いわゆる交通空白地域
における移動支援サービス、個々のニーズに対応できるサービス創出
ができていない。

○コミュニティバスでは、バス停までしか来ないため、自宅からバス停
まで遠くて歩けない、買い物帰りの荷物が重くて利用できない、利用
したい時間帯にバスがないなどの理由で利用できていない高齢者が
多い。



市町村意向調査で見えた住民主体の
移動支援サービス創出についての課題（抜粋）

○移動支援という課題はあるが、住民主体にしてしまうと、費
用面の負担等があり、そもそも責任が持てないということがあ
る。また、前提として支え合いの意識が低い。

○住民主体の団体ができた場合、タクシー事業者等との線引
きを慎重にする必要がある。

○今後、高齢者の免許返納などにより、移動に困る高齢者が増
加することが予想されるが、サービスの創出には至っていない。



市町村意向調査で見えた住民主体の
移動支援サービス創出についての課題（抜粋）

○車を持たない、金銭的に余裕がない等の理由により、特に山間部
などでは移動手段に困っている高齢者もいると思うが、安全面や責
任、担い手の問題もあり、住民主体の移動支援に取り組むことが難し
い。

○介護保険課以外の課による公共交通を活用した高齢者等の移動
支援を推進しているが、立地条件等により利用者が少ないことにより、
課題の解決に至らない状況がある。

○高齢者の交通手段の問題について、移動支援サービスの検討が必
要であるが、保険者・ＳＣいずれもマンパワー・財源不足を理由に検
討ができていない。



ご清聴ありがとうございました。



大分県 令和５年度 移動支援等の課題解決に向けた事業報告会 2024.２.21

基調報告
移動支援の創出支援を通じた課題と対応

全国移動サービスネットワーク 副理事長 河崎民子
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■ 地域の課題・・重要なのは 介護予防＆地域づくり

■ 地域で支え合う 移動支援活動の事例 創出プロセス＆法制度

■ 事故があったら どうするの！（リスクマネジメント＆保険＆責任体制）

■ よくある質問

・運転ボランティアの年齢 ・ライドシェア ・地方運輸局等との調整

2

【 お話しする内容 】



少子高齢＆人口減少社会＆核家族化の進行 高齢独居・高齢者のみ世帯の増加

●多世代同居時代にあった「家庭内の福祉的機能」が期待できない

●公共交通では取り残される高齢者等がいる

高齢単独

世帯

32%

高齢夫婦のみ

の世帯

32%

高齢者の親と

未婚の子のみ

の世帯

20%

三世代世

帯 7％

その他

の世帯

9%

65歳以上の者がいる世帯の世帯構造（状況・年次推移）厚生労働省 2022年国民生活基礎調査の概要から

3

地域の福祉
機能が課題に



介護保険の財源構成と規模

保険料1/2 税金1/2

介護給付と保険料の推移

厚生労働省老健局 資料から

・要介護者等への給付
・介護人材の不足

フレイル・介護予防の取組み
が急務 住民全体の課題

国庫負担金

（調整交付金）
国庫負担金

（定率分）

都道府県負担金

市町村負担金

第2号保険料

（40～64歳）

第1号保険料

（65歳以上）

27％

23％

12.5％

12.5％

20％
5％

4

支援が必要な高齢者 全て介護保険の給付サービスで対応するのは 限界に近い

高齢人口の増加とともに要介護認定者も増え
給付費は当初の3倍、65歳以上の保険料(基準月額)も2倍超に

大分県平均 
5,956円



介護が必要となった主な原因
介護が必要となった主な原因は 「認知症」が18.1％と最も多く、次いで「脳血管疾患（脳卒
中)」15.0％、「高齢による衰弱」13.3％、「骨折・転倒」13.0％

令和３年版 高齢社会白書：内閣府 から
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外出と交流は健康と深くかかわっている
日本老年学的評価研究機構の調査から

6
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出
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パブリックコメント 2023.12.27～2024.1.25
「道路運送法における許可又は登録を要しない運送の
態様について」の一部改正について（概要）から許可・登録不要の通達 改正

１. 背景
自動車による移動手段の確保は、日常生
活の維持、地域の活性化、観光振興、教
育を受ける機会の確保、外出増加による
医療・介護費の削減など、多面的で公共
的な意義があるため ・・(略)

高齢社会や共働きの進展、地域へのさま
ざまな観光客の来訪などを考慮すると、地
域での互助活動・ボランティア活動による
運送、自家使用の自動車による運送等に
も一定の役割を持たせないと社会・経済
活動の維持が困難になることも現実であ
る。

公共交通機関又は自家用有償旅客運送
の利用が困難な住民の運送や他のサービス
に付随して生じる運送の考え方を整理し、運
用してきたところであるが、地域における移動
資源の確保がかなり困難になっているなか
で、道路運送法における許可又は登録を要
しない運送についても、公共交通機関や自
家用有償旅客運送の果たす役割を補完す
ることが重要であることから、改めて明確化す
るため、「道路運送法における許可又は登
録を要しない運送の態様について」(平成30
年3月30日国自旅第338号)について、所
要の改正を行う。

【 国土交通省の認識 】



■ 地域の課題・・重要なのは 介護予防＆地域づくり

■ 地域で支え合う 移動支援活動の事例 創出プロセス＆法制度

■ 事故があったら どうするの！（リスクマネジメント＆保険＆責任体制）

■ よくある質問

・運転ボランティアの年齢 ・ライドシェア ・地方運輸局等との調整
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■専門職としての生活支援コーディネーターの配置

協議体の設置

■自治体等による立上げ支援

住民主体を後押しする 機能やツール

・ アドバイザー派遣や伴走型支援
・ 相談窓口の設置

・ 地域支え合い型ドライバー養成研修の実施

・ 活動補助金など

■社会福祉法人の制度改革 公益的な取組を実施
する責務 社会福祉法改正 2016年

デイサービス車両の空き時間で

買物支援・サロン送迎等

10

3つの活動理念 共有化されていますか？
「地域づくり」の本気度 示せてますか？

社会福祉法人連絡会などで働
きかけしていますか？地域の課
題を見える化していますか？

自治体のバックアップは？



モデル実施
2018.9月

本格実施12月

・毎週(水)10:00～12:00 無料
・運転ボランティア：自治会役員など6人
※秦野市地域支え合い型認定ドライバー養成研修受講
※社会福祉法人・地域・市の３者による協定締結

事業の効果
(利用者の声)

・自分の目で見て納得がいく買い物ができた ・以前親し
かった人と何年かぶりに会えて嬉しかった ・末永くやってほしい

事業の効果
(ボランティアや
地域の声)

・地域のコミュニケーションが活発化した
・車のなかで悩みを話す人ができてストレスが解消され、安心
感が生まれたようだった
・ひとり暮らし高齢者を地域で見守るという意識が共有され
はじめた
・ボランティアが特別なことではない雰囲気が地域に生まれた
(別途「里山クラブ」も誕生:山林手入等)
・毎週外出することにより介護予防につながった

【経過】 地域の自治会連合会から買物支援について市へ要望 市が全戸にアンケートを配布
高齢化率50％以上で「すぐにも乗りたい」との回答があった栃窪地区で実施

形態:買物支援 車両:社会福祉法人(浄泉会) 運転＆付添:ボランティア

社会福祉法人 浄泉会提供の車両

神奈川県秦野市 「とちくぼ 買い物クラブ」

買い物困難という課題に対して、
移動販売車や宅配等の方法も
あるが、互助活動は利用者＆
担い手双方の介護予防や地

域づくりにつながる
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【住民主体で取組む効果】



静岡県御殿場市（人口8万5千）住民主体の移動支援 (許可登録不要） 運転はボランティア

事業名 発足日 内容 対象者 協力施設等(車両など)

1 運転ボランティアの会
たんぽぽ

平成15
年4月

毎週(月) (水) 
(金)通院送迎

市内在住で歩行困難な方、自力
で外出が困難な高齢者や障害者

御殿場市、御殿場市社
会福祉協議会

2 中畑北区買い物支援プ
ロジェクト

令和2
年7月

買い物支援
毎月2回

中畑北区民で、買い物に行く
手段がない高齢者

(福)野菊寮

3 ほっくばらみんなで支
える移動支援プロジェクト

令和2
年9月

買い物支援
毎週(木)+6の日

北久原区民で、買い物に行く
手段がない高齢者

(福)十字の園御殿場十
字の園

4 東山・二の岡移動支援
サービス

令和4
年3月

買い物支援
毎月第1第3(火)

東山・二の岡区民で買い物に
行く手段がない高齢者

(有)グリーンフォレスト小規
模多機能型居宅介護あざみ

5 駒門区元気になろう会
移動支援サービス

令和4
年4月

サロン送迎
毎月第2(火)

元気になろう会の参加者で移
動手段がない方

(福)福祉を共に考える
つどいの家

6 保土沢区いきいきサロ
ン移動支援の会

令和4
年7月

サロン送迎
毎月第1(木)

元気になろう会の参加者で移
動手段がない方

(福)武蔵の会さくら学
園

7 深沢区ふかさわやすら
ぎの会移動支援の会

令和4
年12月

サロン送迎
毎月第3(金)

やすらぎの会の参加者で移動
手段がない方

(福)十字の園御殿場十
字の園

8 印野地区買い物支援グ
ループ

令和5
年6月

買い物支援
毎月第2第4(火)

印野区民で、買い物に行く手
段がない高齢者

(福)博友会特養ふじあ
ざみ

9 東山・二の岡生活支援
お助け隊

令和5
年11月

生活支援などと
の一体運送

東山・二の岡区民で独居また
は高齢者のみ世帯の高齢者

ボランティア車

(令和5年11月現在)



ニーズや地域資
源の把握が
まず必要

モデル地域を決め
て調査を行うとき

上田市の事例
【特徴】
・買い物、通院、サロン等
に別けて質問している
・④で、その他の困りごとも
聞いている
・同時に、支援できることも
聞いている
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全国の住民互助の取組み…よくある実施事例

１ 「乗り合って」 スーパーやサロンへ

14
これらは 道路運送法における許可・登録の手続き不要の形態で行われることが多い

２ 「個別に」 生活支援と一体的に支援

乗り合って

定期的な
実施

形態 使用車両 運転者 付添 調整

・買物支援
・サロン送迎
・コミバス的な
運行

・法人等
の車
・ボランティ
アの車

・ボランティア
・法人職員

ボランティア ・ボランティア
・社協や包括

個別に
形態 使用車両 運転者 付添 調整

通院など個人
ニーズ（生活
支援と一体）

ボランティア
の車

ボランティア ボランティア
(1人で支
援）

ボランティア
社協や包括



岩手県宮古市 門馬地区(人口200人 120世帯 高齢化率57％) 「門馬地域送迎チーム」
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さわやか福祉財団 「さぁ、言おう」 2023年8月号から

経過①
・岩手県北バスから「106急行バス」の路線変更と減便が提示され、地域に大きな危機感が走った。
日々の移動に支障が出るのは避けられない
・もともと車がないと不便な地域。地区の催しも乗せてくれる人がいなければ行けない。「自分らが乗
せて行けばなんとかなる。それくらいならできる」と言った人がいて、うなずく人もいた
・思いを形にできないかと、有志が集まり、互助型の移動支援について検討を始めることになった
・2019年4月、自治振興協議会の役員や市の担当者を交えて打合せ会開催。結果、市への要望
や合併後の不満を伝える場だけとなり、空しく閉会

経過②
・急行バスの大幅減便が実施され、地区内は騒然となる。キーパーソンとなる有志が住民の声を聞
いて回り、「何とかしないと地区内で暮らせなくなる高齢者が出てくる」「行政頼みではなく、自分たち
で できることを考えよう」などの意見を踏まえ、活動創出に向けて話し合いの場を持つことを再提案
・2021年9月から3月まで計11回の話し合いの場。制度の勉強ややり方の提案など、とことん話し
合った。県のアドバイザー派遣制度も活用、事例も学んだ。会則も他の事例を参考に作成

経過③
・安定して送迎チームの活動を続けていくには、自治振興協議会の同意が不可欠、協議会の事業と
して位置付けてもらえないかと考え、理事会に活動趣旨などを説明
・当初はなかなか受け入れてもらえなかった。その理由は、地域の理解が得られていない＆万が一事
故が発生したときの責任の所在。ただ、会長は、個人的には移動支援に賛同する部分もあるとして、
送迎チームの一員になってくれ、まずは地区内のイベントで試行的に送迎をやってみて、課題を洗い
出しながら実績をかさねることを認めてくれた



お試し
実施

・2021年10月、地区の文化祭に合わせ、予約制の送迎をお試し実施。20人参加。「1日カフェ」
で軽食も提供。コロナ禍で久しぶりの再開を喜び合い、交流を楽しんだ。門馬地区は東西17キロと
広く、「送迎がなければ参加できなかった」という声も多く、「やってよかった」との手ごたえがあった
・その後も地区行事で試行を重ねながら、運用に向けた詳細を固めた
・住民からの評判がよかったことから、自治振興協議会も全面協力を約束
・2022年1月：正式に「門馬地域送迎チーム」立上げ。4月：地区内の広報紙で周知、利用
者を募集 7月から本格的に活動開始
・一番問題になったのは保険のこと。乗せた人への保険・補償だけはきっちりした。全社協の送迎
サービス補償Aに加入

実施方法
など

・送迎範囲は門馬地区内。利用者宅とバス停間の送迎＆地域行事の送迎（公共交通と重なら
ない部分をカバー)
・送迎チーム：男女各4人計8人 利用登録者：33人
・使用車両：マイカー
・予約方法：平日は出張所がとりまとめ、送迎マッチングは
Lineグループで調整。土日は送迎チームが対応
・利用者負担：ガソリン代実費
毎月の定例会で、今後の運用について勉強会を重ねている
（有償ボランティアへの変更など）

岩手県宮古市 門馬地区(人口200人 120世帯 高齢化率57％) 「門馬地域送迎チーム」

さわやか福祉財団 「さぁ、言おう」 2023年8月号から
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形態:生活支援 車両:公用車＆ﾎﾞﾗﾝﾝﾃｨｱ車 運転＆付添:ボランティア 許可・登録不要

経過

・2017年 「旭ヶ丘地域づくり推進プロジェクト」が 「ふれあい交
通班」を組織し、たすけあい送迎を検討
・移動手段に関するアンケート調査を実施
・2021年9月 厚労省の老健事業(アドバイザー派遣)に長野
県がエントリーして支援を受け、生活支援として実施することに
なった。行政は「訪問型サービスB」の補助で支援
・2022年5月 旭ヶ丘地区生活たすけ合いの会を設立
9月事業スタート

実施
方法

【支援の内容】①衣類の整理 ②衣類の裾上げ ③家具の移
動 ④話し相手 ⑤買物や通院等の付添い ⑥スマホやパソ
コン、Wi-Fi等の悩み相談 ⑦棚の取付け ⑧電球の交換等
【利用料】 30分400円 以後30分ごとに400円
【年会費】 1000円
【車両】 旭ヶ丘ふれあいプラザの車両＆ボランティアの車両

地域
活動日

【活動地域】 旭ヶ丘地区内（買物や通院等は須坂市内・
小布施町内も可）【活動日】 当面 週２日

旭ヶ丘地区生活たすけ合いの会 提供資料から

【個別に】 生活支援と一体的に支援 長野県 須坂市 「旭ヶ丘地区生活たすけ合いの会」

2022年9月16日 信濃毎日新聞
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形態:生活支援 車両:個人有志提供 運転＆付添:ボランティア 許可・登録不要

経過
・毘沙門台団地は65歳以上が34％を占め、毘沙門台学区社協・町内会で
福祉のまちづくりに取り組んできた。絆くらぶは、協同労働の仕組みで、幅広く
生活支援活動を行ってきた
・令和２年10月から病院や買物の付添送迎サービスも開始。令和３年度
296件。ワクチン接種では予約や送迎も

実施
方法

【生活支援】網戸の張替え、庭木の剪定、家具の移動、掃除全般、
不用品等の処分代行、移動困難者の病院や買物の付添
その他【環境支援】団地内の緑化活動 【生きがい就労支援】住民が保有して
いる資格者の活用（リフォーム・電気・水道工事・空調修理、相続相談、住ま
いの相談など技術保有者 【イベント】町内会催事の受託など
【拠点】ふれあいセンター絆内

【

「協同労働ひろしま」 ホームページ等から

生活支援と一体的に支援 広島市 「びしゃもん台 絆くらぶ」
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形態:生活支援 車両＆調整:NPO法人 運転＆付添:ボランティア 許可・登録不要

20

経過 ・2020年秋に、鏡校区社会福祉協議会で生活支援事業を立上げ。「鏡おたすけ隊」は、ごみ出しや
買物代行など高齢者の「困りごと」に対応してきた。
・免許返納者や自宅にこもりがちな高齢者の外出支援が課題だった。
・2022年 生活支援事業の事務局を担うNPO法人「幸の輪」(宅老所を運営)から車両提供の申し
出があったことから、「鏡おたすけ隊」が自動車による付添い支援をはじめた。

実施
方法

・ごみ出しなど高齢者の困りごとに対応
・2022年から自動車による付添い・同行支援
をメニューに追加
・対象者 鏡地区に居住する75歳以上で、ひとり
暮らしや高齢者のみ世帯＆障害がある人
・30分500円(基本2時間以内)
・活動登録者：40人(うち外出支援担当は４人)

連携 鏡校区社協、町内会長、民営委員等
＜事務局＞NPO法人 幸の輪
＊車両のほか自動車保険も提供

佐賀新聞ニュース「まちの話題」等から作成

生活支援と一体的に支援 唐津市 「鏡おたすけ隊」（鏡地区）



21【真坂共子会長の資料から】

形態:生活支援 車両＆運転＆調整:ボランティア 許可・登録不要

生活支援と一体的に支援 長崎県 佐世保市 「小松こまらん隊」



葛城市社会福祉協議会
田口研一郎SC発表資料から

【個別に】 生活支援と一体的に支援 奈良県葛城市 「東和苑ささえ愛会」

形態:生活支援 車両:マイカー 運転＆付添:ボランティア 許可・登録不要
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２. 改正の概要
（1）利用者から収受するガソリン代等の
実費に、保険料及び車両借料等を新たに
追加
（2）宿泊施設、幼稚園等、施設送迎や
生活支援サービスなどの主たる事業に付
随する運送において、運送の有無によって
利用料が変わらない場合、実費の受領を
容認
また、宿泊施設等においては、無償運送の
運行範囲の考え方を明確化
（3）通訳案内士等による・・(略)
（4）その他所要の改正
３.今後のスケジュール（予定）
公布・施行：令和６年２月

解説（1）実費
当該運送行為がない場合には発生しない
経費、すなわち
①ガソリン代実費、通行料、駐車場代
②保険料
・「移動サービス専用自動車保険」など活
動日に掛ける保険（年間契約を含む）
・全国社会福祉協議会のボランティア関
係の保険など（車両に もともと掛けられて
いる自賠責保険・任意保険の一部を収受
することは不可）
③車両借料等
当該運送を行うために発生した車両借料
（レンタカー代＆それに伴う保険）

パブリックコメント 2023.12.27～2024.1.25
「道路運送法における許可又は登録を要しない運送の態様につ
いて」の一部改正について（概要）から
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（2）生活支援サービスなどの主たる事
業に付随する運送において、運送の有無に
よって利用料が変わらない場合、実費の受
領を容認

解説
・運送の有無によって利用料が変わらない
場合 とは、生活支援サービスとして、車を
使わないサービス（草取り、掃除、電球取
替など）も車を使うサービスも、30分400
円など同一料金体系であること場合を言う

・実費の受領を容認とは、
車を使って病院や買物に付添う場合、ガソ
リン代などの実費を上乗せして利用者から
収受して良い

変更なし

子供の預かりや家事・身辺援助の提供が中心と
なるサービスを提供するものであって、運送に対す
る固有の対価の負担を求めない場合
つまり、ガソリン代の実費は利用者から収受でき
ない

●現行の「通達」等

国交省旅客課：乗車中も時間にカウントして
良いという判断を地方運輸局に連絡
2021.11.02

●現行の運用

パブリックコメント 2023.12.27～2024.1.25
「道路運送法における許可又は登録を要しない運送の態様につ
いて」の一部改正について（概要）から
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（4）その他所要の改正 ★取扱い注意

● 自家輸送（施設の送迎）の場合

送迎サービスを利用する人も利用しない人も施設

利用料が同じである場合

● 自治会が輸送サービスを行う場合

サービスを利用する人も利用しない人も、会費が

同じである場合

【現行】（許可・登録不要）
・有料の施設利用の送迎は、利用者の公平性を図る

観点から、「実費」の範囲に、車両償却費、車検料・

保険料等の車両維持費を含めることは差し支えない

・自治会の会費で車両を調達することや、会費から運
転者に対して報酬を支払っても差し支えない

・公平性を図る観点から、運送サービスの利用の有無
に応じて、「実費」の範囲内であれば会費に差を設け
てよい

・自治体が運送サービスを行うボランティア団体に対し、

団体の職員（運転のみを行う職員及び運転・その他

の業務も行う職員を含む）の人件費などに充てるもの

として、団体の運営に要する費用の補助金を支出する

場合（注＞ボランティア人件費などとなっている→○。

運転ボランティア人件費と特定→×）

・登録ボランティアがNPO法人等の指示に基づき運送を

行う場合、謝礼・報酬等として、金銭等を運転者に与

えることは差し支えない

● 補助金について（令和2022年11月の見解）

自治体が補助金として拠出した金銭が、団体が運転ボランティアに
供与する人件費の資金源となった場合については、運転者人件費
と特定した補助金にはあたらないため、許可等は要しないものと
扱われる。(運転者への運転行為に使途を特定した補助金は不
可。）
・自治体からの補助金の有無にかかわらず団体が運転ボランティア
に人件費を供与することについては、従来から特段禁止されていた
ものではないが、「高齢者の移動手段を確保するための制度・事
業モデルパンフレット(国交省)」が2022年3月に改正され、可能で
ある旨が明確化された。

【改正通達】（許可・登録不要）2月施行(予定)

明
記



■ 地域の課題・・重要なのは 介護予防＆地域づくり

■ 地域で支え合う 移動支援活動の事例 創出プロセス＆法制度

■ 事故があったら どうするの！（リスクマネジメント＆保険＆責任体制）

■ よくある質問

・運転ボランティアの年齢 ・ライドシェア ・地方運輸局等との調整

26



事故は、起きないようにすることが基本
（リスクマネジメントが重要）

1）運転者講習の受講

・ 運転免許を取得してウン十年。知らず
知らずに身に付いた自分の運転のクセを、
互助活動を始める前に知る。修正する

・ 運転技能を見極めてもらう→自信＆
安心につながる

・ 福祉有償運送(登録)の運転者に義務付けられた
講習。座学＆実技 「大臣認定講習修了証」を授与
・ 互助活動(許可・登録不要)のドライバーに運転者
講習は義務づけられていないが

・ 大臣認定講習を無料で受講できるようにする自治
体が増えている

方法① 国土交通大臣認定 運転者講習 方法②安全運転講習

・ 大臣認定講習のうち、互助活動に必要な部分をコ
ンパクトに抜粋した講習。座学＆実技。「安全運転
講習修了証」を授与
・実車（15分～20分）公道走行
教官役は、タクシーやデイの
ベテランドライバーなど 27

2）互助活動による大きな事故は もともと少
ない。(タクシーと異なり)行先が限定されている
通いの場、スーパー、病院等の反復

3）自分たちのルールで地域を限定

事故や保険＆責任体制について
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■事故が起きたときは保険会社に任せる。これが鉄則！

■ 自動車保険

・他人を乗せるとき特別な保険は必要ない（国内大手
の損保会社は確認済。ネットで手続きをする 特に海外
資本の会社は各自要確認）

・任意保険の「総合補償」は、対人賠償・対物賠償・人
身傷害の3つが組み合わされていることが多い
人身傷害もあると、責任割合に係らず、運転者と同乗者
の傷害に対して、実際の損害額に応じた保険が払われる

・法人の車両やマイカーに本来かけている自動車保険を
使いたくない場合 →次スライド

利用者登録の
ときに確認する
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・法人や個人の自動車保険を使い
たくない場合に掛ける保険
・事故のさいに、本来の保険に優
先して補償。3社が販売
・1日1台あたり400円。車両保険
を加えると約1200円

●保険契約者：移動支援を実施
する団体（法人格は不問）
●対象となる自動車：①登録ドラ
イバーもしくは家族名義の車両
②社会福祉法人等から無償で借
り受ける車両
●損保ジャパンの商品は、車両保
険ありの場合、人身傷害を付加
（2021年1月から）

※契約に含まれていない各種特約につ
いては、持込車両の（本来の）自動
車保険を併用することが必要になる場
合もある



ボランティア
自宅発

⇔ 送迎車にボラン
ティア乗車中

⇔ 送迎車に利
用者乗車中

⇔ 買い物やサ
ロンに参加
中

自動車保険 ● ●

ボランティア活動保
険（無償ボラ）

● ● ● ● ●

ボランティア行事用
保険（Aプラン）

● ● ●

送迎サービス補償
（Aプラン）

● ● ● ●

送迎サービス補償
（Bプラン）

● ●

福祉サービス総合補
償（団体やグループの
賠償責任を補償）

● ● ●
※傷害保険のみ

● ●
※傷害保険のみ

● ●

30

■全国社会福祉協議会の保険
ボランティアと利用者に切れ目のない補償が行われるよう保険をかける場合



保険会社 全国社会福祉協議会(損害保険ジャパン)

加入プラン Ｃプラン

補償の内容 活動中のケガ

保険金

通院日額5,000円、入院日額8,000円

活動中の死亡 1,080万円

対人・対物の賠償 ５億円(期間中限度額)

保険料 活動従事者全員の年間延活動日数×43円 (たすけ合いの会で負担⇒市が補助)

その他 自動車による事故も対象。ただし、対人・対物事故の賠償責任については対象外。

１．福祉サービス総合補償（サポーターの活動中のケガ等を補償、グループの賠償責任を補償)

２．送迎サービス補償（利用会員の付添支援の乗車中等のケガ等を補償)

保険会社 全国社会福祉協議会(損害保険ジャパン)

加入プラン Aプラン（利用者特定方式）

補償の内容 乗車中・サービス実施
者管理下のケガ 保険金

通院日額 2,200円 入院日額 3,400円

上記の死亡 345.2万円

保険料 利用者１名×１日20円×利用日数 (たすけ合いの会で負担⇒市が補助)

長野県 須坂市 旭ヶ丘地区生活たすけ合いの会が加入する保険

須坂市高齢者福祉課 山岸和幸課長補佐 発表資料から 31

参考



補償内容 車両保険ありプラン 車両保険なしプラン

対人賠償責任保険 無制限
免責金額なし

（自己負担なし）

無制限
免責金額なし

（自己負担なし）

無制限
免責金額なし

（自己負担なし）対物賠償責任保険

自損事故傷害特約 ● ● ●

対物超過修理費用
補償特約 ● ● ●

車両保険
（保険金額300万円）

●
免責金額なし

（自己負担なし）

●
免責金額

（自己負担額）3万円

－

概算保険料(1台・稼働日
1日あたり）

1,210円 1,150円 400円

保険料
車両保険プランなし、対象台数3台、稼働日100日の場合

400円×3台×100日=年間保険料 120,000円
(たすけ合いの会で負担⇒市が補助)

３．移動サービス専用自動車保険（プラザ車：公用車、ボランティア車の事故を補償)

※サポーターの自家用車の任意保険を使わずに補償

保険会社：東京海上日動火災保険

10万円以下の
修繕の場合は
会から負担
⇒市で補助

須坂市高齢者福祉課 山岸和幸課長補佐 発表資料から 32



【利用登録(または入会)申込書】（事例）

この活動は、お互いさまの支え合いの地域をつくるために行われています。

事故は起きないよう努力していますが、万がいち事故が発生した際は、契約している保険の範囲
内で補償します。合意いただける場合は、利用登録（または入会）してください。

貴会の活動趣旨に賛同したので、利用の登録（または入会）をします。事故の際の補償につい
ても了解しました。     令和 年 月 日

お名前（ご本人） お名前（ご家族）

電話番号（ご家族） 電話番号（ご家族）

生年月日 昭和 年 月 日

ご住所

緊急時連絡先（お名前、電話番号、続柄）

＜個人情報の取扱いについて＞

・ご記入いただいた個人情報は、支援
活動を行う 際に利用します。

・上記の目的以外で使用したり、あらか
じめご本人の同意なく第三者に提供し
たりすることはありません。

〇〇の会

実施要綱・規約等も必要。
利用申込書に活動趣旨
や事故のさいの補償につ
いて記載しておくこともリス
クマネジメントの1つ

33
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■ 地域の課題・・重要なのは 介護予防＆地域づくり

■ 地域で支え合う 移動支援活動の事例 創出プロセス＆法制度

■ 事故があったら どうするの！（リスクマネジメント＆保険＆責任体制）

■ よくある質問

・運転ボランティアの年齢 ・ライドシェア ・地方運輸局等との調整
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よくある質問 運転ボランティアの年齢について

・法人タクシーの場合は、法律による年齢制限は
ない。個々のタクシー会社の経営判断。運行管理
と雇用責任
・個人タクシーの場合は、過疎地等は80歳までに
引き上げられた。2023年9月

・福祉有償運送の運転者は75歳までと決めている
団体が多いが、危機に直面している
・互助型は どうする？

・安宅和人 慶応大学教授 著 「シン・ニホン」
大半の人がもっとも生きがいを感じるのは自分が世の
中の役に立っているときに違いない。それには仕事をする、
つまり誰かや社会の役に立ってお金をもらう、というのが一
番端的なわけだが、それを取り上げておいて豊かな老後を
目指せというのは少々おかしい。

このシニア層の活躍には大いなるポテンシャルがあ
る。・・・20～65歳ではなく、20～80歳まで範囲を広げ
るだけで、3割以上の しかも経験豊かな労働力が増える
からだ。このように大きな才能と情熱のかたまりを「強制」
退場させてしまうのは あまりにももったいないことだ。

参考
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出典：広島県警察本部  令和２年中の交通死
亡事故の主な特徴（令和3年2月）

参考
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参考 出典：警察庁交通局 令和４年におけ
る交通死亡事故の発生状況について
（令和５年３月）
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参考

出典：警察庁交通局 令和４年におけ
る交通死亡事故の発生状況について
（令和５年３月）
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・運転の安全性には個人差がある
・また、地域の交通事情や送迎の範囲・内容にも違いが
ある。地域で決めたほうが良い
・安全運転か否かの見極め※を行い、大丈夫な人は、
80歳くらいまで運転ボランティアを担ってもらってはどうか
（※自動車事故対策機構の運転者適性診断など）
・ただし、11ｽﾗｲﾄﾞのような弱点等には考慮すること

提案

【事例】 神奈川県 海老名市「広報えびな」2024年1月15日号



・ 一般のドライバーが ①タクシー会社や配車アプリ会社の
運行管理体制 または ②自治体の運行管理体制のもとで 
有料で客を運送
・ 4月から一定の条件下で解禁
・①の法的根拠は78条の3
(公共の福祉を確保するためやむを得ない場合において国
土交通大臣の許可を受けて地域又は期間を限定して運送
の用に供するとき)
・②の詳細は不明 法的根拠は78条の2(自家用有償旅
客運送)の登録と報じられている

①は パブリックコメント実施中 3/9締切り
https://public-comment.e-

gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=155240909&Mode=0

日本型 「ライドシェア」

【背景】
・タクシー不足（コロナ禍で2割の運転手が
離職）
・国はインバウンドを促進する方針(海外から
の旅行客はライドシェアを使い慣れている)

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=155240909&Mode=0
https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=155240909&Mode=0
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説明：
次頁



運輸局や交通事業者との調整

■ 住民全体に対して 公共交通は乗ることによって維
持できるとの認識を共有することが大事：マイカー移動
を減らし公共交通を使う
・高齢者に対しては個別カルテの作成

■ 事業者には以下を説明、理解をえる
・買い物や通院に苦労している高齢者がいる
・厚生労働省の地域づくり方針、高齢者の社会参加。
社会福祉法人の「公益的な取組を実施する責務」
・国土交通省の互助を促進する方針「許可
又は登録不要の通達」 改正

■ だが、互助活動をタクシー代わりに便利に使わ
れても困る 利用対象者に制限を設ける事例

75歳以上、独居または高齢者世帯のみ、
○○地域に住んでいて通院や買い物に
困っている人など

■ 閉じこもり防止や介護予防の観点から 高
齢者の外出を促進するには選択肢が必要！

44

■ 地方運輸局に相談する必要がある？
・現行通達 「それぞれの事例に即して個別に総合的
な判断を行うことが必要であるが」「運輸支局等による
相談の受入れ・・」等
・改正通達(案) 「地域における移動資源の確保がかなり
困難になっているなかで、道路運送法における許可又は登録
を要しない運送についても、公共交通機関や自家用有償旅
客運送の果たす役割を補完することが重要であることから、改
めて下記のとおり整理したので、その旨了知されるとともに円滑

な実施に努められたい。その際、このガイドラインの運用にあ
たっては、無償運送行為が本来は自由に行えるもので
あり、一般の方々が「許可又は登録」をせずに行える運
送行為を安心して行えるよう記述したものであることを
理解しておく必要がある」 （相談について記述なし）
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